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次 第
日時：令和５年（２０２３年）６月１日（木）１１時００分～
場所：市民会館シアーズホーム夢ホール大会議室

１ 開会

２ 会長挨拶

３ 議事
（１）第１号議案

熊本市国民保護計画の変更について

４ 報告案件
（１）熊本市国民保護計画の今後の見直しの方向性について

５ 講演
我が国を取り巻く安全保障環境について
（陸上自衛隊）

６ 閉会



第１号議案
熊本市国民保護計画の変更について
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熊本市地域防災計画との整合、熊本市防災基本条例の反映等に伴い、熊本市国民保護計画の
変更を行うもの。

令和５年５月中旬 熊本市国民保護協議会幹事会へ諮問

６月１日 熊本市国民保護協議会へ諮問

６～７月 熊本県知事に協議

９月以降 議会へ報告、公表

熊本市国民保護計画の変更概要について 資料１

○計画の概要と経過
変更要因 変更理由 変更内容

市地域防災
計画との整合

対策本部の
代替施設

【旧】候補順位を記載
【新】本部⾧(市⾧)の判断により移転

防災基本条
例の反映 多様性の尊重 【新】避難住民等に対する多様性への

理解と適切な配慮を規定

県国民保護
計画との整合

指定地方行政
機関の追加

【新】九州財務局の事務又は業務の
大綱を規定

項構成の整理 「第７節 武力攻撃災害への対処」
県計画に合わせ項構成を整理

関係機関等
の名称

熊本空港の
運営権の委託

飛行場使用に関する連絡調整
【旧】大阪航空局
【新】空港運営権者

○主な変更項目

＜経過＞
平成19年３月 熊本市国民保護計画策定
平成19年４月 組織改編等に伴う計画変更（軽微）
平成22年３月 市町村合併等に伴う計画変更
平成23年２月 安否情報の収集・提供の変更等に伴う変更

（軽微）
平成24年６月 指定都市移行等に伴う計画変更
平成26年４月 統計の数値の修正等に伴う変更（軽微）
平成28年４月 組織改編等に伴う計画変更（軽微）
令和元年８月 平成29年12月の国民の保護に関する基本

指針の変更に伴う計画変更
令和３年６月 組織改編等に伴う計画変更（軽微）
令和５年４月 組織改編等に伴う計画変更（軽微）

○スケジュール

「熊本市国民保護計画」は、「武力攻撃事態等における国

民の保護のための措置に関する法律」（平成16年9月17日

施行）に基づき、本市の区域において生じた武力攻撃事態等

から住民の生命、身体及び財産を保護し、住民等の生活への

影響が最小となるよう、住民の避難、救援、武力攻撃災害へ

の対処等、本市における国民保護措置を的確かつ迅速に実施

することを目的として、平成19年に策定。
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報告案件

報告事項

・熊本市国民保護計画の今後の見直しの方向性について
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令和５年度 令和６年度
～３月 ４月 ５月～６月 ７月～８月 ９月～

【現状】
○ 熊本市国民保護計画は、令和元年８月、平素からＪアラートによる情報の伝達と弾道ミサイル落下時の行動の周知に努めることを

明記するなどの見直しを行って以降、大幅な変更は行っていないところであるが、昨今においては、国民保護を取り巻く情勢は大きく
変化している。

【課題】
○ 国民保護事案発生時に避難住民の誘導等を円滑に行えるよう、国の基本指針及び熊本県国民保護計画において、市町村は、複数の

避難実施要領のパターンをあらかじめ作成しておくよう努めるものとされている。本市では、「集客施設等への攻撃」を想定した避難実施要
領を３種類作成しているが、多様な事態（弾道ミサイル攻撃等）に対応するため更なる作成が必要である。

○ また、関係機関との連携体制の整備に関して、（災害時の協定は地域防災計画において明記されているが、）国民保護事案発
生時に活用できる協定等は明記されていないなど、相互に連携協力する体制整備に課題がある。

【今後の見直しの方向性】
○ 想定される武力攻撃事態（弾道ミサイル攻撃等）及び緊急対処事態（化学剤・生物剤による攻撃等）に応じ、その特徴を踏ま
え、本市計画における避難形態の整理、及び避難実施要領の拡充に取組む。

○ さらに、関係機関から物資及び資材の供給等について必要な協力が得られるよう防災のために締結されている協定の見直しを行うな
ど、連携体制の整備を図る（関係機関との協定の整理・見直しを行い、本市国民保護計画の資料編に掲載）。

熊本市国民保護計画の今後の見直しの方向性について 資料２

 北朝鮮から弾道ミサイル等が高い頻度で発射されるなど、一層厳しさを増している安全保障環境に対応するため、事案
発生時に住民の避難や救援措置が的確・迅速に実施できるよう、より実効性のある計画に見直しを行う。

【計画変更手続きの流れ（予定）】

計画
策定計画（変更案）作成

国民保護幹事会
へ諮問▶承認

国民保護協議会
へ諮問▶承認

県知事に協議
▶異議なし 5


